
除染で生じた汚染土再利用
経緯と問題点

国際環境NGO FoE Japan

満田夏花（みつた・かんな）



除染で生じた汚染土の再生利用



中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討会（第1回）2015年7月21日 資料３

→除去土壌などの推計発生量1330万m3
（環境省「中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術
開発戦略 戦略達成に向けた見通し」）2019年3月





環境省「中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討会」資料 5



環境省「中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討会」資料 6



環境省「再生資材化した除去土壌
の安全な利用に係る基本的考え方
について」
平成 28 年６月 30 日
平成 29 年４月 26 日 一部追加平
成 30 年６月１日 一部追加



経緯

第七条 ２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

五 除去土壌の収集、運搬、保管及び処分に関する基本的事項

５．除去土壌の収集、運搬、保管及び処分に関する基本的事項

・・・・また、仮置場等の確保等の観点から、除去土壌について、技術の
進展を踏まえつつ、保管又は処分の際に可能な限り減容化を図るとともに、
減容化の結果分離されたもの等汚染の程度が低い除去土壌について、安全
性を確保しつつ、再生利用等を検討する必要がある。

2011年8月30日 放射性物質汚染対処特措法 公布

2011年11月11日 特措法基本方針閣議決定



（国の責務） 第三条

２ 国は、前項の措置として、特に、中間貯蔵を行うために必要な施設を整
備し、及びその安全を確保するとともに、当該施設の周辺の地域の住民そ
の他の関係者の理解と協力を得るために必要な措置を講ずるほか、中間貯
蔵開始後三十年以内に、福島県外で最終処分を完了するために必要な措置
を講ずるものとする

2014年11月17日中間貯蔵・環境安全事業株式会社法（改
正JESCO法）成立

2015年2月25日 中間貯蔵施設の周辺地域の安全確保等に関する協
定書（福島県、大熊町、双葉町、環境省）

（最終処分を完了するために必要な措置等）
第14 条 ４丙（環境省）は、福島県民その他の国民の理解の下に、除去土
壌等の再生利用の推進に努めるものとするが、 再生利用先の確保が困難な
場合は福島県外で最終処分を行うものとする。



2015年7月 「中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦
略検討会」設置

2016年4月 「中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦
略」策定

適切な前処理や減容技術の活用により除去土壌等を処理すること
で放射能濃度の低い土壌等を分離し、管理主体や責任主体が明確
となっている一定の公共事業等に限定し再生利用する。

2020年1月 環境省省令案をパブコメに（特別措置法施行規則の
一部を改正する省令（案）及び環境大臣が定める者の告示（案）)

実施せず、「引き続き検討」



環境省の検討会、ワーキンググループ

中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討会
（2015年7月21日～ 計13回）
除去土壌等の再生利用に係る放射線影響に関する安全性評
価検討ワーキンググループ（2016年1月12日～ 計12回）

コミュニケーション推進チーム（2017年9月28日～ 計5
回）
中間貯蔵施設における除去土壌等の再生利用方策検討ワー
キンググループ（2022年8月3日 第１回）
中間貯蔵施設における除去土壌等の減容化技術等検討ワー
キンググループ(2022年9月12日 第１回）



実証事業

• 南相馬市東部仮置き場内…再生資材化実証試験および試験盛り
土（2016年12月～）

• 二本松市原セ才木地区
…農道を掘削し、汚染土を路床材として埋め、50cmの覆土を
行うという実証事業を計画
2016年11月頃から地元に打診を開始→住民の反対で撤回へ

• 飯舘村長泥地区…比曽川沿いの農地を嵩上げし、農地造成に利
用。50cmの覆土を行い、園芸作物、資源作物を栽培する計画
だったが、のちに、覆土なし、野菜栽培も実施。

• 南相馬市の高速道路の拡幅にも→住民の反対で撤回へ



写真上二本松市原セ才木地区
実証事業が予定されていた農道 2018年7月27日
撮影 FoE Japan

写真右
南相馬市小高地区 汚染土利用に反対する住民の集会
撮影 FoE Japan





問題点①：環境中に放射性物質を拡散

•河川の氾濫、地震や津波などの災害時には、崩落や流
出などが生じるおそれ

•汚染土を道路の盛り土として使った場合、セシウム
134・137が100Bq/kgまで減衰するのに170年かかる。
一方、盛り土の耐用年数は70年。そのあとは？



問題点②：ダブルスタンダード

原子炉等規制法に基づく規則において、セシウムの場合
で100Bq/kg以上のものは、敷地から持ち出し再利用す
ることは不可とされている（※クリアランスレベル）。

※クリアランスレベル…放射性物質として扱う必要がないレベル
とされている。年間0.01mSv

この80倍のレベルの土壌を公共事業や農地に使うことを
容認している。



問題③
説明・情報公開、管理責任、管理期間
があいまい

• 実証事業の進め方…地元地区のごく一部しか参加していない中
で説明会が開催されるなど、不透明。

• 環境省の省令案：事業実施者の情報公開に関する記載なし

→だれも知らないうちに、汚染土が全国で利用されることになり
かねない

• 管理責任、管理期間があいまい



放射性物質汚染防止法の必要性

• 原発事故前、環境中に放射性物質が拡散することは想定されて
いなかった。

• 放射性物質は、長らく環境基本法下の法律（大気汚染防止法、
水質汚濁防止法、土壌汚染対策法）の規制の対象外であった。
→事故後、環境基本法の対象に

• 環境中の放射性物質を律する法規制が存在しない状況が続いて
いる→「放射性物質汚染防止法」の必要性

• 放射性物質は、集中管理が原則。


